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１．本事例集について

御嶽山の噴火の教訓等により、登山者や旅行者等を含めた一連の警戒避難体制の整備に関する対策
の充実が図られることとなりました。
活火山法の改正に基づき、地域防災計画で避難促進施設に指定された施設には、次のことが義務付
けられています。

①避難確保計画の作成 ②市町村長への報告 ③避難訓練の実施 ④避難訓練への参加

はじめに ～活火山法改正の背景と概要～

市町村により避難促進施設の指定を受けた場合、
避難促進施設の所有者等は避難確保計画を作成、
公表し、市町村への報告を行います。
避難確保計画では次の事項を記載します。

避難確保計画策定の義務付け

本事例集作成に関する経緯と概要

避難確保計画を作成するに当たり直面するさまざまな課題に対して、全国の施設の参考となるように、
具体的な検討内容や作成した計画を取り上げた事例集を作成しました。（下表の赤字が本事例で紹介する施設）

グループ 施設例

交通関係施設 ロープウェイの停留場、鉄道駅 等

宿泊施設 ホテル、旅館、山小屋 民宿 等

屋外活動施設 キャンプ場、スキー場、動物園 等

短時間滞在施設 観光案内所、飲食店、牧場 等

医療機関 病院、診療所 等

要配慮者利用施設 保育園、小中学校、老人福祉施設

作成に当たっては、施設管理者、関
係行政機関（市町村、都県の防災担当
部局、内閣府（防災担当））等が一堂
に会し、火山ハザードの影響を受ける
施設の特徴や実情を考慮した避難確保
計画について議論を重ねました。

次ページ以降では、各施設の避難確
保計画作成上の課題や作成までのスケ
ジュール、施設への支援や検討の流れ
をまとめています。

なお、施設の立地や従業員等の業務状況等によって、噴火時等に行うべき防災対応は異なりますので、
事例集を参考にする場合には注意してください。
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①避難促進施設の防災体制に関する事項

②避難促進施設を利用している者の避難の誘導に
関する事項

③避難訓練及び防災教育の実施に関する事項

④避難促進施設を利用している者の円滑かつ迅速な
避難の確保を図るために必要な措置に関する事項

上記の計画に基づき、避難促進施設の所有者等に
よる避難訓練の実施及び市町村への報告を行います。



２．対象施設・地区について

対象施設・地区の概要

本事例集は、下表の施設や地区に係る関係者の方々にご協力をいただき、施設管理者等や都県、
市町村が一堂に会して、避難確保計画の作成に向けて検討し、その内容をとりまとめたものです。
避難確保計画の作成にあたっては、市町村により避難促進施設の指定を受けた施設に、それぞ

れ影響する火山現象や利用者数、施設の規模等の特徴や実情を考慮する必要があります。

あじさいの里
【要配慮者利用施設】
（特別養護老人ホーム）

精進湖民宿村【宿泊施設】（民宿）
あだたら高原スキー場
【屋外活動施設】

（ロープウェイ、スキー
場及び関連施設）

火山災害警戒地域

2019年度実施施設

ふれあい牧場
【屋外活動施設・滞在施設】
（牧場及び関連施設）

検討の様子
（施設管理者と県・市職員）

検討の様子
（施設管理者と村職員）

現地調査の様子
（牧場内の避難経路）

検討会の様子
（施設管理者と町職員）
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施設名
（影響を受ける火山）

施設種別
避難対象者
（最大人数）

影響する
主な火山現象

課題

精進湖民宿組合
（富士山）

宿泊施設
（民宿）

従業員又は
管理者34人
最大利用者312人

大きな噴石、
溶岩流

〇従業員が少ない民宿で、多数の宿泊客を
避難誘導する方法
〇外国人の宿泊客に対し、噴火時等に情報
提供や避難誘導をする方法

あだたら高原
スキー場

（安達太良山）

屋外活動施設
（ロープウェイ、
スキー場及び
関連施設）

従業員又は
管理者52人
最大利用者1,000人

大きな噴石、
融雪型火山泥流

〇時期により登山客やスキー客など、避難
誘導を行う施設やエリア、職員体制が異
なる場合の計画の作成方法
〇同一火山に同種施設が複数ある場合に、
効率的に計画を作成する方法

八丈富士牧野
ふれあい牧場
（八丈島）

屋外活動施設・
滞在施設（牧場
及び関連施設）

最大利用者30人

大きな噴石、
溶岩流、
火砕流・火砕サージ、
火山ガス、
降灰後土石流

〇山頂噴火や山腹噴火が想定されているな
かで適切な避難経路を選定して避難誘導
を行う方法
〇少ない従業員で、不特定多数の利用者に
対して情報提供や避難誘導を行う方法

あじさいの里
（三宅島）

要配慮者
利用施設
（特別養護
老人ホーム）

従業員65人
入所者数55人
デイサービス25人

大きな噴石、
溶岩流、
火砕流・火砕サージ、
火山ガス、
降灰後土石流

〇保有する車両が限られているなかで利用
者を早期に避難所へ移送する方法
〇噴火時等は、利用者の家族等から問い合
わせが集中することが予想される場合の
対応方法

【事例１】

【事例２】

【事例３】

【事例４】
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３．【事例１】宿泊施設（民宿）

「精進湖民宿組合」
宿泊施設

支援・検討の流れ

施設概要

1 第１回打合せ（事前説明）
・周辺市町が共同で施設管理者を集め活
火山法の改正趣旨や避難促進施設の基
本的な事項に関する説明会を実施
・町役場担当職員が組合長（代表）への
避難確保計画作成に向けた説明を実施

第２回打合せ
・支援対象施設の現状の確認
・施設が影響を受ける火山現象の確認
・避難確保計画検討に向けた方向性の
確認

第３回打合せ
・資料を用いた活火山法改正内容及び避
難促進施設の位置づけの説明
・施設内の避難場所、地区外への避難先
の確認
・地区一体で検討していく方向性を決定
・避難確保計画のひな形を提供し、その
書き方を説明
・避難確保計画作成完了までのスケ
ジュールの提示

県 町 学識者

町役場担当職員による避難促進施設指定に関する説明
富士山の噴火時等に備え、富士山周辺市町と共同で施
設管理者を対象に避難確保計画の作成を呼びかける説明
会を開催し、町と各施設管理者の認識の共有を図った。
精進湖民宿組合長に、単体施設での計画作成のほか、
地区一体での計画作成方法もあることについて説明した。

2019年2月

2019年7月下旬

2019年10月下旬

町 施設

施設管理者と村が中心となり避難確保計画ひな

形への落とし込みを実施 ～約２か月～

2

3
施設の課題共有と避難確保計画の作り方について
地区内の各施設管理者が、地区一体で計画作成するこ
とを確認した。各施設の悩みについて意見交換したほか、
施設内の緊急退避する場所や地区外の避難場所への避難
行動等の流れを確認した。打合せ後施設でひな形への落
とし込みを行うための説明を実施した。

施設管理者との避難確保計画（案）の記載内容の確認
各施設の管理者が集まり避難確保計画（案）を読み合
わせ、地区内から地区外への避難誘導手順を確認した。
地区内での情報伝達手段として防災無線を使用する方法
について現地確認を行った。また、学識者の助言を受け
て外国人対応として、緊急時の退避、避難誘導を周知す
るチラシの内容を検討した。

◇富士山の想定火口に近い宿泊施設である。第２次避
難対象エリアに位置しており、噴火警戒レベル４
（避難準備）の場合に宿泊者の避難が必要になる。

◇施設数：１０施設
従業員又は管理者数：各施設２～５名
最大利用者数：約３００名（地区全体）

◇噴火警戒レベルと避難対応の目安
レベル２（火口周辺規制）：範囲外
レベル３（入山規制） ：範囲外
レベル４（避難準備） ：範囲内
レベル５（避難） ：範囲内

影響のある火山現象

大きな噴石、溶岩流

課題

事例①地区一体としての避難誘導の検討
事例②外国人利用者への避難誘導

第４回打合せ
・地区内外の避難誘導方法の確認
・情報伝達手段の確認、防災無線スピー
カーの使い方の確認
・施設利用者（外国人含む）への周知、
啓発方法について確認

2019年12月上旬
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施設の現状と避難確保計画検討に向けた方向性の確認
県・町・学識者とともに、施設の現状（各施設の従業

員が少ない等）や影響を受ける火山現象を確認した。地
区一体で計画を立てる場合の計画の構成や町から地区へ
の支援方法（説明会や意見交換会の開催）を確認した。

事例①

事例②
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県 町 施設 学識者

県 町 施設 学識者

事例①～②は次ページの「課題への取組①～②」に該当



課題への取組み① 地区一体としての避難誘導の検討

従業員が少ない民宿では、多数の宿泊客をどのように火山現象の影響範囲外へ避難誘導すればよ
いか。

各民宿の最大宿泊客数は約３０人から約４０人であり、宿泊客が多い場合には従業員のみによる
大きな噴石や溶岩流の影響範囲外への避難誘導が困難になると予想された。そのため、地区一体と
なって各施設の従業員が協力して、避難誘導に当たる方法について検討した。各施設間の宿泊客を
遅滞なく同じタイミングで避難誘導できる体制を確保する必要があることから、民宿村の１０軒の
宿泊施設を５軒ずつの２グループに分け、各グループ単位で避難誘導を行う方法について検討した。

検討の中で発生した課題

各民宿は地区内で見ればどの民宿も従業員が少ないため、各民宿の従業員が協力して情報伝達を
行い、多数の宿泊客の避難誘導を行う方法を検討した。宿泊客は自己手段で帰宅することを原則と
するが、火山現象影響範囲外の道路、避難場所を案内するほか、移動手段のない宿泊客には、組合
内で車両を保有する組合員による避難場所への輸送体制を築いた。

検討内容

検討結果

３．【事例１】宿泊施設（民宿）

課題への取組み② 外国人利用者への避難誘導

外国人の宿泊客が増加傾向にあり、噴火時等にどのように情報提供や避難誘導をすればよいか。

各施設で外国人の避難誘導等への対応が決まっていなかったため、噴火時等の避難場所や災害
情報の入手先について多言語で周知する方法を検討した。噴火時に刻々と変化する状況について
従業員が外国語で説明できるとは限らないため、多言語でリアルタイムの情報を入手できる方法
を検討した。

富士山噴火時に利用者等に求められる、比較的安全な屋内への退避や噴火現象から遠ざかる避
難について明記した多言語（英語・中国語・韓国語）のチラシを作成した。また、裏面には防災
情報が提供されるホームページ閲覧先を掲載した。本チラシを受付や各部屋など宿泊客の目に付
くところに掲示しておき、有事の際に素早く活用できるようにした。

検討の中で発生した課題

検討内容

検討結果

オモテ ウラ
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４．【事例２】屋外活動施設（ロープウェイ、スキー場及び関連施設）

支援・検討の流れ

施設概要

1 第１回打合せ（事前説明）
・市担当職員が施設管理者に活火山法
の改正趣旨や避難促進施設について
の基本的な説明

第３回打合せ
・避難確保計画作成に向けた勉強会の開催
・火山に関する現象や災害、情報の確認
・資料を用いた活火山法改正内容及び避難
促進施設の位置づけの説明
・同一火山における同種の避難促進施設を
含め、避難確保計画のひな型を提供し、
その書き方を説明

県 市 施設

市担当職員による避難促進施設指定に関する説明
市が施設管理者に対して、活火山法に基づき当該施設
を避難促進施設に指定する必要があることを説明し、施
設に生じる役割を共有した。また、施設側の避難確保計
画を作る際の作業環境の把握に努め、施設管理者に計画
作成に必要な助言や情報提供を定期的に行った。

2019年1月

2019年8月下旬

2019年9月下旬

市 施設

施設管理者と市が中心となり避難確保計画ひな

型への落とし込みを実施 ～約２か月～

2

3
施設の課題共有と避難確保計画の作り方について
安達太良山の周囲にある同様のスキー場の施設管理者
を対象に県と市と地方気象台が連携して勉強会を開催し、
火山に関する情報や避難計画に基づく防災対応等の基本
事項を確認した。また、避難確保計画作成の進め方の共
有を図った。前提として検討の対象とする時期は、ス
ノーシーズンを基本とし、施設によってはグリーンシー
ズンでの営業も考慮する方針とした。

施設管理者との避難確保計画（案）の記載内容の確認
施設管理者が作成した避難確保計画（案）を基に、火
山避難計画に合わせた避難の開始や施設閉鎖のタイミン
グを確認した。また、有事の際のロープウェイの運行や
避難手段としての扱いについて、市の要請があった場合、
別途協議することとした。

◇想定火口域から概ね3～4kmに位置している屋外活動
施設である。特定地域に指定されており、噴火警戒
レベル３の場合に避難準備、噴火警戒レベル４の場
合は避難といった「早期の防災対応」が必要になる。

◇施設従業員と利用者 従業員数 最大利用者
スノーシーズン 約５０人 約１,０００人
グリーンシーズン 約２０人 約５００人

◇噴火警戒レベルの影響範囲と施設の位置関係
レベル２（火口周辺規制）：範囲外
レベル３（入山規制） ：範囲外
レベル４（避難準備） ：一部範囲内
レベル５（避難） ：一部範囲内

大きな噴石、融雪型火山泥流 事例①季節に応じた避難確保計画の検討
事例②同一火山における同種の避難促進施設について

第４回打合せ
・施設の噴火警戒レベルに合わせた行動
と火山避難計画との整合性について
・施設利用者への周知方法の確認
・ロープウェイの稼働について

県 市 施設
2019年12月上旬

4

避難を確保すべき対象者と検討の方向性の確認
あだたら高原スキー場は、スキー場内に複数の施設を
有しているため、関連施設が一体となり、利用者等への
対応を行う避難確保計画とすることを確認した。また、
計画の目次構成を火山避難計画と合わせ、火山全体の計
画との対応関係を分かり易くすることにした。

事例①

事例②
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第２回打合せ
・支援対象施設の現状の確認
・施設が影響を受ける火山現象の確認
・避難確保計画検討に向けた方向性の
確認
・避難確保計画作成完了までのスケ
ジュールの提示

県 市 施設 気象台

事例①～②は次ページの「課題への取組①～②」に該当

影響のある火山現象 課題

「あだたら高原スキー場」
屋外活動施設

想定火口

噴火警戒レベル２ 噴火警戒レベル３ 噴火警戒レベル４・５
（火砕流・火砕サージ
融雪型火山泥流含む）

1km 2.5km 4.0km



課題への取組み① 季節に応じた避難確保計画の検討

時期により登山客やスキー客などの利用者の属性や、避難誘導を行う施設やエリア、職員体制が
異なるが、避難確保計画はどのように作成すればよいか。

対象施設には、グリーンシーズン（非積雪期）やスノーシーズン（積雪期）のみ稼働する施設が
あり、時期により避難促進施設の利用者が滞在する範囲が異なる。このため、避難を確保すべき対
象者（登山客、スキー客）の範囲はどこにすべきか、どのように計画を立てればよいか検討した。

検討の中で発生した課題

グリーンシーズンのみ運転するロープウェイは、主に登山者が利用しており、避難確保の対象範
囲をロープウェイ駅と運行中のゴンドラとした。また、スノーシーズンは、スキーリフトが稼働し
ており、ゲレンデにもスキー・スノーボード利用者がいることから、避難確保の対象範囲をリフト
の乗り場、運行中のリフト、ゲレンデとした。レストハウスや温泉施設は通年利用の施設である。
上記のことから、グリーンシーズン、スノーシーズンで避難確保の対象範囲が大きく変わる部分に
ついては、それぞれ計画を検討し、共通するところはまとめて計画を検討した。

検討内容

検討結果

４．【事例２】屋外施設（ロープウェイ、スキー場及び関連施設）

課題への取組み② 同一火山における同種の避難促進施設について

同一火山に同種の施設が複数ある場合、それぞれの施設が効率的に避難確保計画を作成する方
法はないか。

同一火山には、同種の施設（スキー場）が複数分布しているが、これらの施設は噴火時の対応
に類似点が多いため、同時に避難確保計画を作成することが効率的であるとの意見が出た。そこ
で、避難確保計画の作成に際して、各施設管理者を集め、勉強会を開くと共に、利用者への情報
提供方法や伝えるタイミング、各施設の抱く問題・悩みなどを話し合う場を設けた。

避難確保計画の検討時に、同種の施設管理者にもオブザーバーとして参加してもらい、改正活
火山法の内容や避難促進施設の意義、噴火警戒レベル、火山防災情報の解説等を説明した。また、
避難確保計画の検討手順や質疑等について共有した。その結果、情報共有を図りながらスムーズ
に各スキー場の計画の検討ができた。

検討の中で発生した課題

検討内容

検討結果

8

検討のポイント

Ｑ：火山によっては、影響範囲が複雑な（地
形に沿って流下する等の）火山現象があ
るため、施設の位置図を簡単に作る方法
はないか。

Ａ：噴火警戒レベルのリーフレット（気象庁
HPより入手可能）の「噴火警戒レベル
と規制範囲」（火山現象の影響範囲）の
図と凡例を切り貼りし、施設の位置を図
示することで作成可能である。

8

施設位置凡例



事例①～②は次ページの「課題への取組①～②」に該当

５．【事例３】屋外活動施設・滞在施設（牧場及び関連施設）

「ふれあい牧場」
屋外活動施設・滞在施設

支援・検討の流れ

施設概要

1 第１回打合せ（事前説明）
・都の担当職員が町の施設管理者に活
火山法の改正趣旨や避難促進施設の
基本的な説明

・施設への支援内容の説明

第２回打合せ
・資料を用いた活火山法改正内容及び
避難促進施設の位置づけの説明

・施設が影響を受ける火山現象の説明
・避難確保計画作成完了までのスケ
ジュールの提示

・施設の悩み、要望の聴取

都 町 施設

都 町 施設

2019年7月上旬

2019年7月下旬

2019年9上旬

施設管理者と町が中心となり避難確保計画ひな

型への落とし込みを実施 ～約３か月～

2

3

施設の課題共有と避難確保計画の作り方について
町が施設管理者に避難確保計画ひな形の記載方法を説
明した。また、限られた施設職員（常時１人～２人）を
想定した場合の現実的な避難経路の周知策を検討した。

施設管理者との避難確保計画（案）の記載内容の確認
施設管理者が作成した避難確保計画（案）を基に読み

合わせを行い、退避場所での避難誘導方法等について対
応可否を協議し、町職員による（現場）支援の必要性を
確認した。また、施設職員による現場の対応方法を簡易
にとりまとめる方法（施設内に掲示するフローやチラ
シ）を検討・作成した。

◇従業者数：４人（常駐販売員）
最大利用者数：３０人（牧場、休憩舎、展望台）
施設管理のため町職員１名が牧場を管理

◇噴火警戒レベルと避難対応の目安
レベル２（火口周辺規制）：範囲内
レベル３（入山規制） ：範囲内
レベル４（避難準備） ：範囲内
レベル５（避難） ：範囲内

大きな噴石、溶岩流、火砕流・火砕サージ、
火山ガス、降灰後土石流

事例①避難経路の選定・利用者への伝達方法
事例②少数の職員による避難誘導の検討

山頂火口

山腹火口

都 町 施設
2019年11月下旬

4

施設に影響する火山現象と施設が抱える課題の共有
都、町、施設管理者の３者で施設が影響を受ける火山
現象の種類、範囲等を確認した。また、施設が行う情報
伝達や避難誘導面での課題を現地で確認し、避難実施に
向けた施設管理者の要望を集約した。

## 想定火口(西山山頂火口)

想定火口-山頂噴火(マグマ噴火)

大きな噴石（山頂火口から1km圏内）

想定火口-山腹噴火(マグマ噴火)

都道とその他の主要道

その他道路

居住地域境界

溶岩流（山頂火口）

5分以内に到達する範囲

10分以内に到達する範囲

15分以内に到達する範囲

20分以内に到達する範囲

25分以内に到達する範囲

25分以降に到達する範囲

◇山頂噴火想定火口域から約1km圏内に位置している
屋外活動施設・滞在施設である。噴火警戒レベル２
の場合は、規制の範囲外への避難が必要となる。

事例①

事例②

9

第３回打合せ
・少数の施設職員（商工会関係者含む）
による避難誘導方法について

・避難確保計画の対象範囲の確認
・避難確保計画のひな形を提供し、その
書き方を説明

第４回打合せ
・八丈富士休憩舎の退避場所としての活用、
避難誘導について

・町の関連施設として八丈町の支援（体
制）について

・避難誘導ルートに係る判断、施設利用者
への周知方法について

都担当職員による避難促進施設指定に関する説明
活火山法に基づき、避難促進施設に指定された施設の
所有者等は今後、「避難確保計画」を作成・公表すると
ともに、これに基づく訓練の実施、町への実施結果の報
告義務が生じることを説明した。
「避難確保計画」の作成に向け、都が施設所有者に必
要な助言や情報提供を行うことを説明した。

都 町 施設

影響のある火山現象 課題



課題への取組み① 避難経路の選定・利用者への伝達方法

噴火時等の状況（火口位置、現象の影響方向等）により避難に適した方向が変わるため、適切
な避難経路を選定して避難誘導を行う必要がある。少ない職員数でどのように利用者へ伝えれば
良いか。

八丈島では、八丈富士の山腹で噴火する可能性もあることから、噴火する場所によって避難に
適さない避難ルートが生じることが懸念された。そのため、利用者等に噴火時等の状況を的確に
情報提供し安全に下山を促すことができるよう、適切な避難経路の情報収集・情報伝達方法につ
いて検討した。

火口の発生地点等によって避難ルートが異なることを利用者等に伝達するために「避難誘導
マップ」を作成した。牧場にいる職員等が町からの情報を基に想定される３つの避難方向（A, B-1, 
B-2）を図示して、利用者へ適切な避難経路の説明に用いることとした。
少ない職員数で、多くの利用者に一度に情報を伝えられるように避難ルート誘導図をA1版で作
成し、休憩舎に掲げると共に、牧場に来る者のほとんどが土地勘を持たない観光客であることか
ら、配布用の同誘導図（A4版）も合わせて配備した。

検討の中で発生した課題

検討内容

検討結果

５．【事例３】屋外活動施設・滞在施設（牧場及び関連施設）

避難に用いる道路は３経路
あるため、火山活動の状況
に合わせて、避難経路を図
示できるようにした。

噴火警戒レベル３（居住地
域の境界付近まで影響が及
ぶ）の影響範囲の外を緑色
に着色し視覚的に把握でき
るようにした。

10



課題への取組み② 少数の職員による避難誘導の検討

施設には、職員１名及び休憩舎の販売員１名が駐在するのみであり、不特定多数の利用者に対し
てどのように情報提供や避難誘導を行ったらよいか。

牧場内で、利用者がいる範囲から緊急退避の可能な施設は休憩舎のみであることから、噴火時等
はまず「休憩舎に退避」することを伝えたり、職員又は販売員が施設に退避した利用者を確実に避
難誘導できるようにする必要があった。そのため、限られた人員で噴火時の情報収集や避難誘導を
効率的に実施する方法を検討した。検討に際しては、町の職員ではない従業員（委託業者の販売
員）でも対応可能な方法であることも重視した。

検討の中で発生した課題

噴火時等には利用者が身の安全を確保できる休憩舎から展望台等にいる観光客に対して緊急退避
を呼びかけることとした。また、今後ハンドマイクの整備を検討することとした。
さらに突発的な噴火や噴火警戒レベルの引き上げ時に、休憩舎に駐在する職員・販売員が避難誘
導できるように対応フローを作成し、常時掲出しておくこととした。

検討内容

検討結果

５．【事例３】屋外活動施設・滞在施設（牧場及び関連施設）

11

未反映



６．【事例４】社会福祉施設（特別養護老人ホーム）

「あじさいの里」
特別養護老人ホーム

支援・検討の流れ

施設概要

1 第１回打合せ（事前説明）
・村役場担当職員が施設所有者等に活
火山法の改正趣旨や避難促進施設の
基本的な説明
・施設への支援内容の説明

第２回打合せ
・資料を用いた活火山法改正内容及び
避難促進施設の位置づけの説明
・施設が影響を受ける火山現象の説明
・避難確保計画作成完了までのスケ
ジュールの提示
・施設の悩み、要望の聴取

第３回打合せ
・火山避難計画における避難先、タイミ
ングを確認
・避難に伴う問題や課題の抽出とその対
応を検討
・避難確保計画のひな型を提供し、その
書き方を説明

都 村 施設

都 村 施設

村役場担当職員による避難促進施設指定に関する説明
村役場では、村内にある社会福祉施設が火山現象の影
響を受ける場所に立地していたことから、防災部局と福
祉部局が連携し、施設管理者に対して、活火山法に基づ
く避難促進施設に指定する方針であること、指定に際し
施設に期待すること、有事の際に村役場が行う対応など
を説明し、役場と施設が一緒になって計画を作成してい
く旨の説明を実施し、友好な関係づくりから始めた。

2019/7月上旬

2019/7月下旬

2019/8月下旬

村 施設

施設管理者と村が中心となり避難確保計画ひな

型への落とし込みを実施 ～約２か月～

2

3

施設の課題共有と避難確保計画の作り方について
主に火山避難計画における避難所や避難するタイミン

グ等を確認した。また、計画の作成ひな形の使い方を説
明し、施設が計画を独力で作成できる材料集めを行った。

施設管理者との避難確保計画（案）の記載内容の確認
施設管理者が作成した避難確保計画（案）を基に、規

制範囲外への避難と、島外避難に係る実施手順及び記載
について、施設の実態と照らし合わせながら確認した。

◇山頂火口から約5km離れた居住地域に位置する特別
養護老人ホームである。噴火警戒レベル３の場合は、
避難準備、又は島内避難が必要となる。

◇構造：RC造
建て面積：約1,700㎡
従業員数：約60人
入所者数：約50人

階層：地上２階 地下なし
敷地面積：約9,600㎡

◇噴火警戒レベルと避難対応の目安
レベル２（火口周辺規制）：範囲外
レベル３（入山規制） ：範囲外
レベル４（避難準備） ：範囲内
レベル５（避難） ：範囲内

影響のある火山現象

大きな噴石、溶岩流、火砕流・火砕サージ、
火山ガス、降灰後土石流

課題
事例①避難を確保すべき対象者の整理
事例②医療・介護のために施設へ留まる判断基準
事例③避難を実施する際の搬送方法について
事例④施設利用者へのケアについて

山頂火口

山腹火口

第４回打合せ
・施設利用者等の心理的負担に配慮した
情報伝達表現について
・規制範囲外への避難と、島外避難の記
載表現について
・島外避難に係る手続きの実施手順につ
いて

都 村 施設
2019/11月上旬

4

施設に影響する火山現象と施設が抱える課題の共有
施設が影響を受ける火山現象の確認、活火山法上の避

難確保施設の役割などの説明を行った。また、施設が抱
える課題や避難実施に向けた要望の確認を行い、具体的
な解決方法などを、東京都の担当者の意見も仰ぎながら
議論を進めた。

【火口が生じやすい地域】

火口が生じる可能性が高い地域

【マグマ－水蒸気爆発の発生しやすい地域】

マグマ－水蒸気爆発が発生する
可能性が高い地域

溶岩流の流下予想経路（可能性大）

【居住地域及びそれより火口側の地域】
大きな噴石や火砕流、溶岩流の到達

事例①

事例②

事例③

事例④

事例①～④は次ページの「課題への取組①～④」に該当 12



課題への取組み① 避難を確保すべき対象者の整理

課題への取組み② 医療・介護のために施設へ留まる判断基準

施設の事業として、デイサービス（日帰り介護）を実施している。避難を確保すべき対象者には、
従業員と入居者の他に、デイサービス利用者も考慮した方が良いのか。

デイサービスの場合、「施設の近隣に家族も居住しており、噴火警戒レベルが上がるなど、火山
活動が活発化すれば家族が迎えに来るため、家族に要介護者を任せてもよいのではないか」との声
もあったが、噴火警戒レベルが上がった旨の連絡や要介護者の引き渡しに時間が取られるとの意見
や、突発的な噴火の際には入所者同様に身の安全を図り、必要に応じて一緒に避難所に避難する必
要があるので、施設内の者は全員対象にすべきとの声も上がった。噴火警戒レベルが上がり避難が
必要になった場合や突発的噴火が発生した時の職員の対応行動を確認し、現実的にはどのように対
応するか検討した。

６．【事例４】社会福祉施設（特別養護老人ホーム）

特別養護老人ホームとしてはすぐには避難を要しない状況であっても、他地域の火山現象の影響
により事業継続性は不安定である。不確実な状況の中、どのような情報を村と共有しておくべきか。

施設が安全な場所に立地しているかハザードマップで確認すると、噴石や溶岩流等による火山現
象の影響を受けることがあるとされているため、火山避難計画のとおり避難することを確認し、医
療・介護サービスが必要な入所者は島内の病院又は東京都内の病院等へ避難することを確認した。
一方、火山避難計画では、施設に影響のない山頂噴火、山腹噴火の場合はすぐに規制範囲外や島
外避難を行わないように計画されているが、過去の噴火時の経験上、火山灰や土石流等の影響によ
り停電や道路の寸断などがあり、通常通りに運営できないこともあることが想定されるため、どの
ような場合まで施設に留まれるか検討した。

火山活動が活発化した際に、施設の事業が継続できるポイントを整理し、村と常時共有しておく
べきリスト（６項目）を作成した。
医療行為を継続する必要がある入所者は、村役場と協議し病院での受け入れを検討、東京都福祉
保健局と連携し、社会福祉施設や病院等の受け入れ先を協議できることを確認した。

検討の中で発生した課題

デイサービスの利用者は２５人おり、避難確保すべき対象者から除外した場合、噴火の直後より
家族等への引き渡しに多くの労力が割かれることとなる。入居者同様に避難確保の対象者とし、緊
急退避・避難所への誘導の過程で家族等に対応を引き継ぐことが安全かつ適切と判断した。そのた
め有事の際は、施設内にいるデイサービス利用者も避難確保計画の対象とした。

検討内容

検討結果

検討の中で発生した課題

検討内容

検討結果

避難実施のタイミングは、基本６項
目のポイントを随時、三宅村に報告
し、相談することとした。
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６．【事例４】社会福祉施設（特別養護老人ホーム）

課題への取組み③ 避難を実施する際の搬送方法について

施設の利用者等の避難が必要な状況になった場合、身体への負担等により移送に時間がかかる
利用者等も多い。また、移送用の車両を十分に用意できないがどう対応したらよいか。

入居者には、常時マンツーマンの全介護が必要な者や医療を必要とする者がおり、利用者等の
容態等に応じた移送方法を検討した。また、負担のない移送方法としているためリフト車の活用
が必要だが、施設には対応可能な車両が１台しかないため、移送手段の確保についても検討した。
移送の順番については、施設で定めていた「避難（移送）トリアージ基準」を適用することとし
た。

避難を実施する場合に備えて、予め定めた利用者等のトリアージ基準に従い、避難に向けた準
備と対応を行うこととした。
具体的には、移送や付き添いの程度によるトリアージの基準を個別に定め、高次の要避難度の

該当者に対して、救急車やリフトカーを手配し、村内にある診療所へ搬送することを村役場と確
認した。その際、看護師等の専門職を重点化して割り当てることを基本とした。また、自力歩行
ができる（要避難１の）入所者は、施設の要請に基づき村役場が手配することになっているバス
や自家用車で避難所まで移動することを計画に盛り込んだ。

課題への取組み④ 施設利用者へのケアについて

噴火時等は、利用者等の家族等から問い合わせが集中することが予想され、施設内で行うべき情
報収集や避難誘導等の業務に影響しそうであるが、どのように対応したらよいか。

施設が抱える課題として、家族に要介護者がいる施設職員が多いなどの家庭事情等により噴火
時の人員体制の確保に時間を要する可能性がある。このような状況において、噴火直後から利用
者等の家族等からの問合せが集中した場合に、情報収集系統に混乱が生じると予想されるため、
その対応策を検討した。

情報班として限られた人員ではあるが、情報班の中に情報収集・伝達活動を行う担当とは別に、
家族等との連絡を行う担当を設けることで、利用者等の家族への対応（利用者等の容態や必要な支
援等に関して家族等へ連絡）に専従できる班員を確保した。そのように対応することで、村役場と
の重要なやり取りや施設内の業務への影響を最小限にする必要があるとの結論に至った。

検討の中で発生した課題

検討内容

検討結果

施設のリフト車や状況により
救急車を要請し、優先的に移
送する利用者等

村役場が手配するバスや自家
用車に乗り避難する利用者等

検討の中で発生した課題

検討内容

検討結果
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要避難3 (最優先)：常時全介護が必要な者、看取り介護、医療を必要とする者。
支持のいらない身体レベルの高い認知症の者。
負担のない移送方法 (救急車、リフト車)により近隣の場所が
望ましいが、長時間の場合は配慮が必要な者。マンツーマン
の介護者の付添が常時必要な者。

要避難2: 比較的体調やメンタルが安定し、車椅子のまま乗車可能なリフト車
又は普通車にトランス乗降が可能な者。

要避難1: 歩行又はある程度の距離の介助歩行は可能な、比較的自立度が高く
移送を待つことができる者。長時間の移動に耐えられる者（緊急性が
低い）。普通車や乗り合いバスによる移送が可能（ただし見守り者は
必要）。



【参考】集客施設等における噴火時等の避難確保計画
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・【地区一体】宿泊施設の避難確保計画
（富士山／富士河口湖町／精進湖民宿組合）

・【地区一体】屋外活動施設の避難確保計画
（安達太良山／二本松市／あだたら高原リゾート）

・【単体施設】屋外活動施設の避難確保計画
（八丈島／八丈町／ふれあい牧場）

・【単体施設】社会福祉施設の避難確保計画
（三宅島／三宅村／あじさいの里）

避難確保計画の作成例

富士山、安達太良山、八丈島、三宅島において避難促進施設に指定さ
れた４市町村（富士河口湖町、二本松市、八丈町、三宅村）の各施設
（宿泊施設、屋外活動施設、一時滞在施設、要配慮者施設）が作成した
避難確保計画です。

各施設の避難確保計画を参考にする際には、影響する火山現象や施設
の規模、利用者等の人数等の特徴や実情を考慮する必要がありますので、
ご注意ください。
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